認定特定行為業務従事者の認定関係

①研修を修了し、特定行為業務の認定を受けようとするとき（省令別表第３号研修修了者が該当）
　⇒「認定特定行為業務従事者認定証　交付申請書」
	書類名
	様式番号

	認定特定行為業務従事者認定証　交付申請書（省令別表第３号研修修了者対象）
	様式5-2

	社会福祉士及び介護福祉士法附則第11条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	様式5-3

	住民票（抄本）の写し　※コピー不可
	

	喀痰吸引等に関する研修修了証明書の写し
	


申請期限　研修終了後速やかに
　喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）において、特定行為業務を行う場合は、合わせて喀痰吸引等事業者の名簿の変更届が必要。

②経過措置対象者で、喀痰吸引等研修を受けて行為を追加したいとき
　⇒「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書」
	書類名
	様式番号

	認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書
	様式17-1

	社会福祉士及び介護福祉士法附則第11条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	様式5-3

	喀痰吸引等に関する研修修了証明証（該当するものがある場合）及び修了した研修内容、研修時間を示す資料
	

	認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類１（本人誓約書）
	様式17-2

	認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類２（第三者証明書）
	様式17-3

	認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類３（実施状況確認書）
	様式17-4

	住民票（抄本）の写し　※コピー不可
	


申請期限：研修修了後速やかに

③認定を受けた内容を変更するとき
　⇒「認定特定行為業務従事者認定証　変更届出書」
(1) 申請者氏名の変更
	書類名
	様式番号

	認定特定行為業務従事者認定証　変更届出書
	様式7

	認定特定行為業務従事者認定証　再交付申請書
	様式8

	戸籍謄本（抄本）、住民票の写し　※コピー不可
	

	認定特定行為業務従事者認定証の原本
	


申請期限　遅滞なく
　認定特定行為業務従事者の氏名に変更がある場合は、併せて喀痰吸引等事業者の変更届が必要。



(2) 申請者住所の変更
	書類名
	様式番号

	認定特定行為業務従事者認定証 変更届出書
	様式7

	住民票の写し　※コピー不可
	


申請期限　遅滞なく

④認定特定行為業務従事者証を汚損又は紛失して、再交付を受けるとき
　⇒「認定特定行為業務従事者認定証　再交付申請書」
	書類名
	様式番号

	認定特定行為業務従事者認定証　再交付申請書
	様式8

	住民票の写し　※コピー不可
	


申請期限　随時
　紛失による再交付申請後、紛失した認定証を発見した場合は速やかに返納すること。

⑤喀痰吸引等の業務を実施する可能性がなくなったとき
　⇒「認定特定行為業務従事者認定証　認定辞退届出書」
	書類名
	様式番号

	認定特定行為業務従事者　認定辞退届出書
	様式11

	認定特定行為業務従事者認定証　原本
	


申請期限　随時



















喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録関係

①介護職員等に特定行為を行わせるために喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録を受けようとする時
　⇒「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書」
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書
	様式1-1

	介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿
	様式1-2

	社会福祉士及び介護福祉法第48条第４項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	様式1-3

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類
	様式1-4

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類の添付書類
	

	定款又は寄付行為
	

	登記事項証明書
	

	（申請者が個人の場合）住民票（抄本）の写し　※コピー不可
	

	名簿に登載した者の認定証の写し
	

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類チェックリスト
	


申請期限　業務開始予定日の1か月前まで

②特定行為の種類を追加するとき（更新）
　⇒「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録更新申請書」
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録更新申請書
	様式3-1

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類
	様式1-4

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類の添付書類（追加分のみ）
	


申請期限　追加登録を受けようとする1か月前まで

③登録された内容を変更するとき（変更）
　⇒「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書」
(1)法人の名称・所在地・代表者氏名・定款又は寄付行為（個人の場合は氏名・住所）の変更
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書
	様式3-2

	登記事項証明書
	

	定款又は寄付行為等変更が分かる書類（個人の場合は住民票）
	



(2)事業所の名称・所在地の変更
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書
	様式3-2

	登記事項証明書
	

	定款又は寄付行為等変更が分かる書類
	


(3)業務方法書の変更
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書
	様式3-2

	業務方法書（変更箇所を明記）
	



(4)喀痰吸引等を行う介護福祉士・認定特定行為業務従事者の名簿の変更
（名簿登録者の増減、氏名変更、行為の追加）
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書
	様式3-2

	介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿
	様式1-2

	介護福祉士登録証・認定特定行為業務従事者認定証の写し
	


申請期限　変更しようとする1か月前まで
　事業者として新たに特定行為の追加を行う場合は、②の喀痰吸引等事業者追加登録申請が必要。

④登録された特定行為を行う必要がなくなった又は事業所に特定行為業務従事者がいなくなったとき
　⇒「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録辞退届出書」
	書類名
	様式番号

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録辞退届出書
	様式3-3


申請期限　登録を辞退する1か月前まで




















登録研修機関登録関係（省令別表第3号研修）

①登録研修機関の登録を受けようとするとき
　⇒「登録研修機関　登録申請書」
	書類名
	様式番号

	登録研修機関　登録申請書
	様式12-1

	社会福祉士及び介護福祉士法第14条各号の規定に該当しない旨の誓約書
	様式12-2

	登録研修機関　登録適合書類
	様式12-3

	定款又は寄付行為
	

	登記事項証明書
	

	（申請者が個人の場合）住民票の写し　※コピー不可
	

	法附則第15条第１項に規定する業務規程
	

	（実地研修の一部を委託する場合）委託契約書の写し
	

	カリキュラム表
	

	講師ごとの講師履歴書及び有資格者については免許証等の写し
	

	講師一覧表（担当科目が記載されているもの）
	

	研修に必要な施設情報、備品一覧表、図書目録
	

	研修事業に係る収支予算及び財務計画
	

	修了者名簿保管（永年保存）に係るマニュアル等
	

	修了者名簿管理簿様式
	


申請期限　登録研修機関の業務開始予定日の1か月前まで

②登録を更新するとき
　⇒「登録研修機関　登録更新申請書」
	書類名
	様式番号

	登録研修機関　登録更新申請書
	様式14-1

	社会福祉士及び介護福祉士法第14条各号の規定に該当しない旨の誓約書
	様式12-2

	法附則第15条第１項に規定する業務規程
	

	（実地研修の一部を委託する場合）当該研修機関に関する資料
	

	講師ごとの講師履歴書及び（追加があれば）有資格者については免許証等の写し
	

	講師一覧表（担当科目が記載されているもの）
	

	研修に必要な施設情報、備品一覧表、図書目録
	


申請期限　登録有効期間満了日の1か月前まで






③登録された内容に変更があったとき（業務規程の変更を除く）
　⇒「登録研修機関　変更登録届出書」
	書類名
	様式番号

	登録研修機関　変更登録届出書
	様式14-2

	【法人の名称・所在地、代表者氏名・住所の変更】登記事項証明書等、変更内容がわかる書類（個人の場合は登記事項証明書の代わりに住民票）
	

	【事業所の名称・所在地の変更】業務規程等、変更内容がわかる書類
	

	【法人の定款又は寄付行為の変更】法人の定款又は寄付行為及び登記事項証明書（個人の場合は登記事項証明書の代わりに住民票）
	

	【講師の変更】新たに就任する講師の履歴及び有資格者については免許証等の写し
	

	【講習カリキュラムの変更】カリキュラム表（変更箇所を明記）
	

	【講習で使用する施設の変更】業務規程等
	

	【実地研修実施施設・設備の変更】備品一覧表等
	

	【実地研修施設責任者の変更】辞令書の写し等
	


申請期限　変更しようとする1か月前まで

④業務規程を変更するとき
　⇒「登録研修機関　業務規程変更届出書」
	書類名
	様式番号

	登録研修機関　業務規程変更届出書
	様式15

	変更後の業務規程（変更箇所を明記）
	


申請期限　変更しようとする1か月前まで

⑤登録研修機関の業務を休止しようとするとき
　⇒「登録研修機関　休廃止届出書」
	書類名
	様式番号

	登録研修機関　休廃止届出書
	様式16


申請期限　休止しようとする1か月前まで
　業務を再開する場合の届出は不要ですが、登録要件を満たさないことを理由に休止していた場合は、要件を満たすこととなった旨を変更届により提出してください。
　休止期間を延長する場合は、既に届け出ている休止期間満了日の1か月前までに再度休止届を提出してください。

⑥登録研修機関の業務を廃止するとき
　⇒「登録研修機関　休廃止届出書」
	書類名
	様式番号

	登録研修機関　休廃止届出書
	様式16


申請期限　廃止しようとする1ヶ月前まで

